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リカード課税転嫁説

スラ ッファ体系による再考察

堂　目　卓　生

Ｉ． 序　　　論

　課税問題に対するリカートの関心は，彼の主著『経済学および課税の原理』

の題名が示すとおり ，非常に高いものであったように思われる。実際，『原理』

の中の課税に関する章の数は全体の３分の１を占めている。またリカードは ，

１８１９年１１月１２日のトラワ宛の手紙の中で，マルサスの『経済学原理』が課税問

題を取り扱っていないことについて，次のように批判している 。

　　「マルサスの著作はいま現に印刷にかかっているはずですが，彼が課税の

　　問題を除外してそれにすこしも論及していないと知って残念に思います 。

　　経済学は，それの単純な原理がひとたび理解されたときには，またとなく

　　有益です。そのわけはそれか政府を正しい課税の方策へみちぴくからです 。

　　われわれは，農業や商業や製造業は政府側の干渉から放任されるときにも

　　 っとも繁栄するということを，すみやかに理解することができます。しか

　　しながら，国家がその機能をはたす経費を支払うために貨幣を必要とする

　　 ことは，国家に租税をおこなう義務を課し，したがって干渉が絶対に不可

　　避となります。そこで経済学のもっとも完全な知識が必要になってくるの

　　はここなのですが，問題のこの部分についてマルサスが彼の思想を公表し

　　なかったことは大変遺憾に思わざるをえません。私はマルサスか彼の一巻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　　の刊行後にただちにこの仕事に真剣にとりかかることをのぞみます」。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５０）
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　リカードが課税問題を重要なテーマとして論じたにもかかわらず，彼の課税

論は，価値論や分配論，あるいは成長論とくらへて，専門的に再検討されるこ

との少ない研究分野であるように思われる。その中で，リカードの課税論は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）Ｓｈｏｕｐ（１９６０），Ｅａｇ１ｙ（１９８３）などによっ て， 検討されたことがある。特にイ

ーグリー は， さまざまな税が最終的には誰の負担になるかというリカードの課

税転嫁説を，利潤率均等化原理を用いて体系的に整理しようと試みる。しかし

ながらイーグリーのモデルは，すべての商品が同一の構成率をもっ た投入財の

集合によっ て生産されるという仮定を置いており ，課税の価格への転嫁による

産業部門間の波及効果について　般的な分析をおこなっていない。その結果 ，

彼のモデルは，課税転嫁に関するリカードの言説の整合性と限界を，再生産論

の視点から厳密に再検討するまでにはいたっていないといえる 。

　課税の転嫁が経済にどのような影響を与えるかを分析するにあた って，リカ

ード自身は必ずしも再生産構造の問題を見落していたわげではない。たとえば

原生産物に対する課税が他の生産価格におよぽす効果に関して，リカードは次

のように認識していた 。

　　「原生産物に対する租税の予想される効果は，原生産物，および原生産物

　　がその構成要素となっているすべての商品の価格を引き上げることであろ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　　う 。ただし，その程度は少しも租税に比例してはいない」 。

　　「諸商品の価値は原料と労働との多種多様な組み合わせから成り立ってい

　　て幾つかの商品，たとえぼすべての金属製品は，地表から得られる原生産

　　物の騰貴によっ て影響されないだろうから，原生産物に対する租税によっ

　　て諸商品の価格にもたらされる影響がきわめて多様であろうということは
　　　　　　　４）
　　明らかである」。

　ところか，このような視点は，それぞれの課税の経済効果を具体的につきつ

めていく段になると ，闇の中に閉じ込められてしまう 。たとえぱリカードは ，

商品に対する租税はどのような税でも ，課税対象となる商品の価格をちょうど

租税額だけ引き上げると考える。そうてなげれは，その商品の生産者は均等利

潤率を維持できないからである。租税の価格への転嫁によっ て当該商品の相対

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５１）
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価格は上昇するが均等利潤率は以前の水準を保持する。しかし，もしもその商

品が労働者の消費対象になるものであるならば，商品の価格騰貴にともな って

労働者の貨幣賃金率は上昇しなくてはならない。このことは全産業の利潤率を

引き下げるであろう 。かくしてリカードは，労働者が消費する商品に対する租

税は究極的には全産業の資本家によって負担させられると考えたのであ った 。

そして労働者が消費しない商品，すなわち春修品に対する課税だけが均等利潤

率を最終的にも低下させず，ゆえに資本家に負担をおわせることはないと考え
　　　　５）
たのである 。

　このような論法は，経済の再生産構造一小麦の生産には小麦と鉄の投入が

必要であり ，鉄の生産にも小麦と鉄が必要であるというような商品による商品

の生産一を考慮の外においたものであるといってもよい。もしも再生産構造

を厳密に考慮するならば，ある商品に対する課税は，当該商品の価格に転嫁さ

れるだけでなく ，その商品を投入財として用いる産業の生産価格をも上昇させ

るであろう 。この価格の上昇はさらに他の商品の価格に影響を与えるであろう 。

このような波及効果によっ て， 最終的には新たな均等利潤率と相対価格体系が

彬成されるであろう 。それらは，租税の価格への転嫁が貨幣賃金率を変化させ

ることによっ てだけでなく ，その経済がもつ産業構造を反映することによっ て

得られるものである 。

　本稿は以上の立場から，スラ ヅファ による自然価格の決定様式を課税転嫁説

に応用して再生産構造の問題に再ぴ光をあてるとき，リカートの課税転嫁説か

どのように補填されうるかを分析する 。

　次節では，リカードの課税転嫁説を再生産構造を考慮に入れて分析するため

の諸前提と基本モデルが示される。それは，各種の税率を含んだ３部門一必

需品部門，原生産物部門，奮修品部門一のスラ ソファ 体系である。それ以後

に続く諸節は，基本モデルにおいてバラメーターとしておかれた税率が変化す

るときに，均等利潤率や相対価格がどのように変化するかということを，比較

静学の手法を用いて分析する。ただし，第Ｗ節の〔３〕では，さまざまな種類

の税が貨幣地代（ニ ーメレールで表示される地代で地主カ実際に受け取る金

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５２）
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額）と穀物地代（原生産物価格でデフレートされた地代）に与える影響が追加

的に検討される 。

　以上の分析によっ て得られる諸結果のうち，あるものはリカードの結論と一

致するが，他のものはそれと一致しないか，あるいは一致しているように見え

てもそのイ１／ プリケーショノが異な ったものになるであろう 。

皿． 諸則提と基本モデル

　リカートの課税転嫁をとりあつかうにあた って，われわれは，必需品，原生

産物，著修品の３種類の商品を考え，必需品をニューメレール商品として選ぶ
　　　　　６）
ことにしよう 。必需品およひ原生産物は，すへての商品の生産に投入財として

用いられるが，著修品は投入財としては用いられないものとする。また奮修品

は労働者によっ て消費されない商品でもあるとする。税の種類としては，これ

らの商品の販売にさいして課せられる売上税と ，利潤，賃金，地代に課せられ

る所得税を考える 。

　以上の前提のもとで，われわれは，スラ ッファによるリカードの自然価格お

よび均等利潤率の決定様式を用いることによっ て， さまざまな税の価格への転

嫁を含んだ価格体系を次のようにあらわすことができる 。

　　　　　　　　　　付 ア　　１：（１＋乙１）１＋　　　　　　　（１＋ｒ）ｌｏ１、 十〇２１ ｐ２ ＋（１＋～）（ｂ１＋わ ２ｐ
２）一Ｌ，１　（１）

　　　　　　　　（１＋ヅ）（１一な、）

　　　　　　　　　　　け 。
　　Ｐ、＝（１＋な、）１＋　　　　（１＋ヅ）ｌｏ 、。 十〇。。Ｐ。 十（１＋な

カリ）（６
、十わ 。Ｐ

。）工、Ｈ２）
　　　　　　　　　（１＋ヅ）（１一ごア）

　　　　　　　　　　　付 。　　ｐ３：（１＋Ｚ３）１＋　　　　　　　（１＋ヅ）ｌｏ１３ ＋ｏ２３ｐ２ ＋（１＋乙
ｏリ）（ｂ
１＋わ ２ｐ２）Ｌ

３１　（３）

　　　　　　　　　（１＋ヅ）（１一な、）

　サフスクリプト１ ，２ ，３はそれぞれ必需品（ニ ーメレー ル商品），原生

産物，客修品に関連するものである 。ｐ 。， ｐ。 は原生産物および奮像品の相対

価格である。ｒは税引後の利潤率をあらわす。ｏ〃，一
Ｌ。， はプ商品１単位を生

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５３）
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産するのに必要な６商品の投入量および労働投入量を示し，常に正の値をとる

ものとする 。わ １， ｂ。 は一人の労働者か消費する必需品と原生産物の数量であ

り， やはり正値をとるものとする 。ｂ１＋６ ．ｐ。は労働者ひとりあたりの貨幣賃

金である 。

　乙 １，
な。， 乙。 は， それぞれ必需品，原生産物，著修品の販売にさいして課せら

れる売上税の税率である 。ｚ、 は利潤所得に課せられる所得税の税率である 。

資本家が所得税を価格に転嫁して税引後の利潤を一定に保とうと企てる場合 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
彼は，〃、！１（１＋ヅ）（１－Ｚ、）１の率だけ価格を上昇させるであろう 。～は賃金所得

に課せられる所得税の税率である。上式では，賃金所得税のすべてを資本家が

負担して，そのすべてを価格に転嫁する場合が示されている 。

　よく知られているように，リカートは各産業の利潤率に格差か生じた場合 ，

産業部門間で資本が移動し，それによっ て均等利潤率が達成されると考える 。

このような調整 メカニ ズムは，課税によっ て産業間の利潤率が不均等になる場

合にも働くと考えられる。たとえぱ，原生産物に課せられる税の増加によって

原生産物部門の利潤が圧迫さ．れるときについて，リカードは次のように述べて

いる 。

　　「かりに原生産物の価格か耕作者に租税を補償するほど騰貴しないならは

　　彼は当然その利潤が利潤の　般水準以下に引き下げられた産業から立ち去

　　るであろう 。このことは供給の減少を引き起こし，ついには減退しない需

　　要が原生産物の価格を騰貴させて，その耕作をどの産業への投資とも同等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　　に有利なものとするようになるだろう」。

　本稿では，リカードにならっ て， 税率の変化が産業間の利潤率を一時的に撹

乱したとしても，利潤率均等化原理によっ て新しい均等利潤率と新しい相対価
　　　　　　　　　　　　　　　　９）
格体系が常に実現するものと仮定する 。

　ところで，生産量の変化に対して，必需品の生産およぴ著修品生産は収穫不

変にしたがうのに対し，原生産物の生産は耕作地が希少であるために収穫逓減

に直面しているものと仮定する。したがって差額地代は原生産物部門でだけ発

生する。しかしながら，地代および地代に課せられる所得税は，（２）式で示さ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５４）
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れる原生産物の価格方程式の中には現れてこない。なぜなら，リカード体系に

おいて地代は価格決定には何ら関与しないからである 。（２）式の中のｏ 、、， ｏ、、，

一Ｌ２は最劣等地におげる投入係数を示す。より地味の優れた耕作地における投

入係数はそれらよりも小さいはずであり ，それによっ て生ずる貨幣収入の差額

が貨幣地代になるのである 。

　原生産物の生産量か変化するとき，最劣等地におげる投入係数は原生産物生

産の拡大とともに上昇し，縮小とともに低下するであろう 。原生産物生産が直

面する収穫逓減を連続的てあると考えるならは，原生産物部門におげる生産量

のいかなる微小な変化も投入係数を変えるであろう 。反対に，収穫逓減が不連

続にしか起こらないと考えるならは，生産量の変化か常に投入係数を変化させ

るとはかぎらないであろう 。本稿では後者の場合が仮定される。そして，さま

ざまな税の税率が変化した場合に，利潤率均等化原理にしたがって資本と労働

か産業間を移動して原生産物の生産量を変化させるとしても ，その変化は，よ

り地味の劣った耕作地を引き入れるほどの生産拡大であ ったり ，あるいはより

地味の優れた耕作地にまで退歩するほどの生産縮小であったりしないというこ

とか仮定される。この場合，投入係数は不変てあり ，同時に貨幣地代も最劣等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
地における生産性の変化というかたちで影響されることはないであろう 。

　いま ，（１），（２），（３）式の左辺を右辺に移項し，それらをそれぞれ次のような

Ｋ関数であらわすことにする。すなわち ，

　　〃（Ｐ 。， ｒ， Ｐ。，；ら，む、，
Ｚカリ，

ｏ。，～，Ｌ。）＝Ｏ

　　　　（ん＝１，２，３６＝１，２ブ＝１，２，３）　　　　　　　（４）

”（ん：１，２，３）はすべての内生変数と外生変数に関して連続的に偏微分可能

であるとする。〃に関連する内生変数ヤ コビ行列式１Ｊ「１は非ゼ ロである。実

際それは常に負の値をとる。したがってわれわれは，方程式（１），（２），（３）を満

たすｐ ２， ｒ， ｐ、 （それらをが，〆，凍とする）を次のような連続的に偏微

分可能な陰関数によっ て示すことができる 。

　　 Ｐ才：ゾ １（ら，乙、， ～， ０、。，ｂ 、， Ｌ。）　　　　　　　　　（５）

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５５）
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　　 ヅ＊＝ゾ２（ら，な、， ～， ｏ〃，
ｂ。，

Ｌゴ）　　　　　　　　　（６）

　　Ｐぎ＝ゾ３（ら，Ｚ、， ～， ｏ。，～
，一Ｌゴ）　　　　　　　　　（７）

　　　　（ゴ：１，２プ＝１，２，３）

　以上の手続きによって得られたモテルを基礎として，以下の節では，な 、， こ、，

な、， ～の変化がｐチ，〆，凍にどのような影響を与えるかを比較静学の手法

を用いて分析することにしよう 。

皿． 商品の販売に課せられる税の転嫁

〔１皿一１〕原生産物に対する課税

　リカードは原生産物に対する課税は，（ｉ）原生産物価格を租税と同額だけ引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
き上げ，（ｉｉ）賃金の上昇によっ て利潤率を低下させると考える。われわれのモ

デルによると ，原生産物に対する税の税率Ｚ。の上昇は各種の内生変数の均衡

値に次のような影響を与える 。

　　伽チ／砒、＞Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　（８）

　　ｄ〆／砒、＜Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　（９）

　　　　　 ｏ２３ ＋（１＋～）５ ２Ｌ３　　　　　　　　 ０２１ ＋（１＋Ｚ ｏリ）６ ２Ｌ
、

　　　　　　　　　　　　　　　　　≧　　 ｏ１３＋ｏ ２３ｐ２ ＋（１＋～）（６、十６ ，ｐ、）Ｌ、～ １１
＋ｏ、、 ｐ、 十（１＋～）（ｂ、十ｂ ，ｐ

、） 一Ｌ

１

　　　　　 ＝＞ 伽ま／砒、姜Ｏ　　　　　　　　　　　　　¢◎

　原生産物税の増加は（８）て示されるように，原生産物の相対価格を上昇させ

る。 しかしながら原生産物価格の増加額はリカードが考えるように，原生産物

単位あたりの増税額に一致するとはかぎらない。原生産物価格の増加額に関し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
てリカードは次式で示されるようなことを考えているといえるだろう 。

　　ｄｐチ＝ｄ乙２． ｐぎ／（１＋¢２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｏ

これに対して，われわれのモデルは次のような結果を示す 。

　　　　　 ｏ２２ ＋（１＋～）ｂ
２－

Ｌ２　　　　　　　　 ０２１ ＋（１＋～）ｂ ２Ｌ
１

　　　　　　　　　　　　　　　　　姜　　 ｏ１２ ＋ｏ２２ｐ２ ＋（１＋～）（ｂ、十わ ２ｐ
２）一Ｌ２　 ０１１＋ｏ ２１ｐ２ ＋（１＋～）（ｂ１＋６ ２ｐ２）Ｌ １

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５６）



リカード課税転嫁説（堂目） ９１

　　　　　二〉ｄＰ才姜ｄ乙 。・ Ｐ才／（１＋乙。）　　　　　　　　　　岬

　回は，生産費全体に占める原生産物の投入量（労働者の消費も含む）の割

合が，ニ ーメレー ル商品部門におけるよりも原生産物部門において大きいと

きに原生産物価格は最終的には原生産物単位あたりの増税額を上まわることを

示す。この結果が暗示するところは，原生産物生産のほうがニューメレール商

品（必需品）の生産よりも大きな割合の原生産物投入を必要とする場合，増税

分の価格転嫁による原生産物価格の上昇か，ニ ーメレール商品の生産費より

も原生産物の生産費を大きく引き上げるため，原生産物の相対価格か，最終的

には増税額を超えて上昇するということてある。同じ原理によっ て，ニ ーメ

レー ル商品の生産のほうが原生産物の生産よりも大きな割合の原生産物を必要

とする場合，原生産物価格は増税額ほどには上昇しない 。

　リカードの結論とわれわれの結果が異なる理由は明白である。リカードは原

生産物に対する課税がなされたとき，原生産物の生産者は均等利潤率を維持す

るために増税分だけ価格に転嫁し，一方，均等利潤率も賃金率が上昇するまで

は不変に保たれると考えたのである。しかしながら，原生産物の生産には原生

産物の投入か必要であること ，さらに原生産物価格の上昇は他産業の生産費を

上昇させそれらの生産価格を変化させること ，これによっ て原生産物の生産費

もまた変化すること ，などを考慮にいれるならば，原生産物価格の最終的な増

加額は，リカードの考えるものよりも複雑なものとなるのである。それにもか

かわらず，リカードの結論がまっ たく阻害されない特殊なケースが存在する 。

それは，総生産費に占める原生産物の投入量か原生産物部門とニ ーメレール

商品部門とで等しい場合である 。

　原生産物税の増税によっ て， 奮１多品の価格は，上昇することもあれば低下す

ることもある。それはｏすで示されるように，ニ ーメレール商品部門の費用

構造と香修品の費用構造に依存する。ｏ◎の結果が暗示するところは回の場合

と非常によく似ている。すなわち，著像品の生産のほうかニューメレール商品

の生産よりも大きな割合の原生産物投入を必要とするか，小さな割合しか必要

（３５７）
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としないのかによっ て， 原生産物価格の騰貴が両部門の費用増加に与える程度

が異なり ，著像品価格もそれに応じて上昇あるいは下落するのである。そして ，

総費用に占める原生産物の投入費用が両部門で等しいとき，奮修品価格は原生

産物税の増税によっ てまっ たく影響を受げないといえる 。

　原生産物税の税率の上昇が経済に与える影響は，次のようにまとめることが

できるであろう 。（ｉ）原生産物価格を上昇させるが，それが原生産物単位あた

りの増税額に一致するか否かは，原生産物部門とニ ーメレール商品部門の費

用構造に依存する。（ｉｉ）均等利潤率を引き下げる。帥奮修品価格は蕃修品部門

とニ ーメレール商品部門におげる原生産物の投入割合の大小に応じて上昇す

ることもあれば低下することもある。したがって地主の著修品に対する実質購

買力もそれに依存する。冊労働者の貨幣賃金は上昇するが，彼らの実質購買

力は変化しない 。

〔１ｌ－２〕著修品に対する課税

　リカードは，著修品は労働老によっ て購入されることはないため ，…奮…修品に

対する課税は，その価格を引き上げる以外には何の効果も生まず，それは，も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
っばら奮修品の消費者の負担になると考える。奮修品に対する課税の税率乙、

の増加が内生変数の均衡値に与える影響に関して，われわれのモデルは次のよ

うな結果を示す 。

　　伽チ１狐＝Ｏ 　　　　　　　　　　　　　　胸
　　ｄ〆／砒。＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　岬
　　伽ぎ／肱 ：Ｐま／（１＋乙、）＞Ｏ 　　　　　　　　　　　岬
　上の結果から明らかなように ，…

奮…

修品税の税率乙、の増加は，原生産物価格

と均等利潤率には何の変化ももたらさず，ただ自己の価格ｇぎを商品単位あた

りの増税額だげ上昇させるにすぎない。この結果はリカードの結論と完全に一

致する。再生産構造を考慮に入れたわれわれのモデルにおいて，リカードと同

じ結果が得られるのは，著像品が投入財としても労働者の消費財としても使用

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５８）
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されないと仮定したために，著修品価格凍が他の内生変数を決定するのに何

の役割も果たさないという構造ができていたからである 。

　このように仮定された蕃修品に関する課税は，リカードがいうように，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
最大の消費老である地主か負担することになるであろう 。

ｌＶ

．所得に対する課税の転嫁

〔Ｖ－１〕利潤所得に対する課税

　リカードは経済全体の利潤所得に対する課税は，それが，それぞれの商品価

格に転嫁されるにもかかわらず，相対価格体系に全く影響を与えず，また地主

の実質購売力をも変化させないと考える。リカードは利潤所得税の最終的な負
　　　　　　　　　　　　　１５）
担者は資本家自身であると見る 。

　われわれのモデルにおいても ，リカードのこの結論はそのまま保持される 。

すなわち，利潤所得税率ｚ、 が増加しても ，次に示されるとおり ，原生産物価

格が ，著修品価格凍はまっ たく変化せず，利潤率 ヅだけが低下する 。

　　ｄが／砒ア＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　的

　　ｄ〆／砒、＜Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　帥

　　伽ぎ／砒ア＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　胸
　一方，特定産業の利潤所得だけに課せられる所得税は，地代所得に与える影

響を除いて，その産業の生産物に対する課税と同じ効果をもつとリカードは考
　１６）

える。われわれのモデルにおいては，そのような特定産業の利潤所得税の増加

は， な１， Ｚ。， な。 の増加と同一視することができる。これらのパラメータの変化

が相対価格体系や均等利潤率に与える効果については，前節において見たとお

りである 。

（３５９）
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〔Ｖ－２〕賃金所得に対する課税

　リカードは，マルサスの人口法則にの っとっ て， 賃金所得に対する租税は労

働者自身によって負担されることはないと考える。なぜならは，最低生存費に

等しい賃金で就業している労働者の所得に課税したとしても ，労働人口が減退

して，その結果，労働の価格か上昇するからである。賃金と利潤の相反関係か

ら， 賃金率の上昇は利潤率の低下を意味する。したがって賃金所得税は，結局

のところ利潤から支払われるのである。このような理由から，リカードは賃金

所得に対する課税は，究極的には利潤所得に対する課税と区別することができ

ないと考える。またリカートは，労働者が消費する商品に課せられる税と賃金

所得税は利潤を減少させる点では同じであるが、「前者はかならず必需品価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
の上昇をともなうが，後者はともなわないだろう」と考える 。

　はたして，賃金所得に対する課税は，利潤所得に対する課税と同じように ，

経済の相対価格体系を不変に保つのであろうか。われわれのモテルは，賃金所

得税ｚ〃 の増加に対して各内生変数が次のように反応することを示す 。

吻守掌廿』 ・舳一・・
伽ホ／砒 カリ＜０

０１。 十０。。Ｐ。

　　　　　≧
　　Ｌ。　一

０１。 十０。。Ｐ。

　　　　　≦　　Ｌ。

０１２ ＋０２２Ｐ２

　Ｌ．

０１。十０ 。。Ｐ。

Ｌ。

　０１１ ＋０２１Ｐ２

≧
一　　

一Ｌ

１

　０１１ ＋０．１Ｐ。

≦
　　　Ｌ １

＝＞ｄ凍／砒 。リ≦Ｏ

→伽ぎ／砒。≧Ｏ

胸

的

帥

　上の結果から，的で示されるように，賃金所得税率～の増加が均等利潤率

戸を低下させるということは明らかである 。¢旬は，生産手段と労働の比率

（資本集約度）がニューメレール商品部門においてよりも原生産物部門におい

て大きいときに，賃金所得税率の上昇によっ て原生産物価格ｐぎか下落するこ

とを示す。このことは，そのような場合，労働費用の増加による総費用の増加

率がニューメレール商品の生産よりも原生産物の生産において小さくなるため ，

原生産物の相対価格が下落することを意味する。逆に，原生産物生産のはうが

　　　　　　　　　　　　　　　　（３６０）
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ニューメレール商品の生産よりも ，相対的により大きな割合の労働投入を必要

とする場合には，賃金所得税率の増加によっ て原生産物の相対価格は上昇し ，

その割合が両部門で等しければ，原生産物価格は変化しない 。

　帥は賃金所得税率～の上昇に対して奮修品価格ｐぎがどのように反応する

かを示す。それは著修品部門の資本集約度が全部門の中で最も高い（低い）と

きには，賃金所得税の増税によっ て奮像品価格は低下（上昇）することを示し

ている。そして資本集約度か全産業で同一である場合には，奮像品価格は不変

である。鋤の条件のいずれも満たさないような場合には，客修品価格が賃金

所得税率の上昇によっ てどのように変化するかについて明確なことを述べるこ
　　　　　１８）
とはできない 。

　以上の結果から，相対価格体系を不変に保つような一利潤所得に対する課

税と質的に同じ経済効果しかもたらさないような一賃金所得に対する課税が

実現するための十分条件は次のとおりである 。

　　 ０。。 十０ 。。Ｐ． 　０ １。十０ 。。Ｐ． 　０ 。。十０ 。。Ｐ。
　　　　　　　：　　　　　 ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　的
　　　　

一Ｌ

ｌ　　　　　Ｌ．　　　　　Ｌ。

　この条件は，賃金と利潤の分配のいかなる変化によっ ても影響されないよう

な相対価格体系を得るためにリカードが考案した特殊ケース，すなわち，すべ

ての部門で資本集約度が一様であるようなケースである。リカードの賃金所得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
税に関する言説は，このような世界の中で有効であるといえる 。

〔Ｖ－３〕地代所得に対する課税

　リカードは差額地代説の立場に立 って，地代に対する比例的な所得税が完全

に地主の負担になると考えた。地主は彼の所得税を地代の引き上げによっ て資

本家に負担させることはできない。なぜなら，最劣等地で生産する資本家がそ

の地主に地代を支払っていないかぎり ，優等地の地主たちは，自分の土地で生

産している資本家に最劣等地との生産性の格差以上のものを要求することはで
　　　　　　　２０）
きないからである 。

　リカードは耕作地に対して賦課される地租も ，それが地代に比例するもので

　　　　　　　　　　　　　　　　（３６１）



　９６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３８巻　第３号）

あるならば，事実上地代所得に対する課税と同じであると考える。しかしなが

ら， もしもそれが最劣等地にも課せられるような税であるならば，それは「生

産物に対する租税となり ，生産物の価格を引き上げる」と論じる。そして，も

しも地租か土地の生産性に比例するものであれば，それは十分の一税と同じ性

質をもち，土地の品質にかかわりなく単位面積あたりの固定した租税であるな

らば，それは原生産物生産者だげに課せられる利潤所得税と同じことであると
　　２１）

考えた 。

　リカードはさらにすすんで，土地生産性に比例する地租，十分の一税，そし

て生産量に比例して課せられる原生産物税の導入は貨幣地代を不変のままにし

ておくが穀物地代を減少させ，反対に，固定的な地租およぴ原生産物生産者に

対する利潤所得税の導入は貨幣地代を増加させるが穀物地代は変化させないと
　　２２）

考える 。

　いま ，Ｑ。（Ｆ１，２，　 ，ん）を，等級 ｚの土地１単位において，一定量の資

本およぴ労働によっ て生産される原生産物の生産量であるとしよう 。Ｑ店は最

劣等地における生産量であり ，Ｑ、＞Ｑ、十１（１＝１，２，　 ，ん一１）であるとする 。

課税前の原生産物価格をがとするならば，等級 乙の土地における単位面積あ

たりの貨幣地代は ，

　　Ｐチ（ＱｒＱ比）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的

となる。そして，貨幣地代を原生産物価格でデフレートすることによっ て得ら

れる穀物地代は，次のように示される 。

　　ＱｒＱ比　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帥

　前節〔皿一１〕で得られた結果を利用して，原生産物にかかわるさまざまな

形態の課税が導入された場合に，鯛，帥で示される貨幣地代や穀物地代がど

のように変化するか整理してみよう 。

　まず，原生産物税，または土地生産性に比例す地租について検討しよう 。い

ま， リカードが仮定するように，原生産物１単位につき一定額の租税

〃。 ・ｐチが徴収されることにな ったとしよう 。原生産物に対する課税は，前

　　　　　　　　　　　　　　　　（３６２）
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節でみたように原生産物価格がを上昇させる。原生産物価格の上昇分をムが

とすると ，等級ゴの土地における単位面積あたりの税引前売上額，税引後売上

額， 貨幣地代，そして穀物地代は，課税後には次のようになるであろう 。

　税引前売上額 ：（ｐチ十伽チ）Ｑ、　　　　　　　　　　　　　　　　　的

　税引後売上額 ：（ｇま十切才）Ｑ、一〃、 ・ｐまＱ、　　　　　　　　　　　的

　貨幣地代 ：雌十切才一〃、 ’州（ＱｒＱ比）　　　　　　　　　　　吻

　　　　　　１Ｐチ十ムｐ才一ムＺ ２・ Ｐ才１（Ｑｉ－Ｑ
売）

穀物地代 　　 。１。〃　　　　　　　 鯛
　これらの結果から，われわれはリカートとともに，原生産物税や土地生産性

に比例する地租の導入か貨幣地代を不変に保つと断言することかできるであろ

うか。課税の導入によっ ても帥で示される貨幣地代が以前の金額と同じであ

るためには ，

　　切チ＝〃。・ Ｐチ　　　　　　　　　　　　　　　的
が成り立たなくてはならない。的式は，リカードが原生産物税を論じるとき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
に常に置いていた仮定ｏの特殊ケースにほかならない。しかしながら再生産

構造を通じての相対価格の変化を考慮に入れる場合，的式が成立するか否か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）は， 前節の胸で示される条件に依存するのである 。

　一方，課税後の穀物地代をあらわす鯛は，課税前の穀物地代をあらわす

（ＱｒＱ比）よりも小さいことは明らかである。このことから原生産物税や土地

生産性に比例する地租の導入は，たとえそれによる原生産物価格の増加が鯛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）式を満たすようなものでなくても ，穀物地代を減少させることにかわりはない 。

　次に，原生産物生産者だげに課せられる利潤所得税，あるいは土地の等級に

かかわりなく課せられる固定的な地租の増税が，リカードのいうように貨幣地

代を増加させ，穀物地代を不変に保つかとうか検討してみよう 。いま ，原生産

物生産者に対して，土地生産性にかかわりなく単位面積あたりガｑだけ徴収

されることにな ったとしよう 。ｑはその徴収額に匹敵する原生産物の数量であ

る。 このとき，税率は，〃。：ｑ／Ｑ比となるであろう 。その結果，原生産物価

格ががからが十切。に上昇したとしよう 。等級６の土地における単位面積

　　　　　　　　　　　　　　　　（３６３）
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あたりの税引前売上額，税引後売上額，貨幣地代，穀物地代は課税後には次の
　　　　２６）
ようになる 。

　税引前売上額 ：（ｐチ十切チ）Ｑ‘　　　　　　　　　　　　　　　　　的

　税引後売上額 ：（ｐチ十切才）Ｑｒｐチｑ　　　　　　　　　　　　　　帥

　貨幣地代 ：（ｐ才十切ぎ）（ＱｒＱ先）　　　　　　　　　　　　　　　　鯛

　穀物地代 ：（ＱｒＱ店）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鯛

　これらの結果は，原生産物生産者の利潤所得税や定額の地租か貨幣地代を増

加させ穀物地代を変化させないというリカードの結論と ，おおよそ一致するも

のであるといえる。ただし，われわれのモデルから得られる結果は的式を満

たすとはかぎらないので，リカードが考えるように，貨幣地代の増加額が課税

額にみあ っただけ増加するわげではない。それにもかかわらず，鯛で示され

るとおり ，穀物地代か不変であるというリカートの主張は全面的に支持されう

るものである 。

　いまやわれわれは，原生産物にかかわる課税が地主の所得にどのように影響

するかを整理することができる。租税が土地生産性に比例する地租，あるいは

生産量に比例して課せられる原生産物税であるときには，（１）貨幣地代か不変

であるか否かは，再生産構造が回の条件におげる等式を成り立たせるような

ものであるか否かに依存する，（１１）穀物地代はとのような場合でも減少する 。

一方，それか原生産物生産者の利潤所得だけに課せられる所得税，または単位

土地面積に関して定額の地租であるときには，（１）貨幣地代は増加するか
，（１１）

穀物地代は常に不変である 。

　このような結果から，地主は彼の借地人の利潤が課税されることを明確な利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
益とするという ，リカードが「奇妙な事情」とよんだ状況が発生する。それだ

けでなく ，条件回より ，地主は，彼の部門に抽いてのほうが ニューメレール

部門においてよりも大きな割合の原生産物の投入を必要とすることを，明確な

利益とするという ，もうひとつの「奇妙な事情」を，われわれはつけ加えるこ

とができるであろう 。

（３６４）
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Ｖ． 結　　　論

　以上の分析によっ て， 再生産構造を考慮に入れたわれわれのリカード ・モデ

ルによる各種の課税の究極的な結果の多くは，リカードの結論と一致すること

がわか った。けれども ，（ｉ）原生産物税の増税が原生産物価格を増税額に等し

いだけ上昇させるか否か，（ｉｉ）それが奮ｆ多品価格を不変にしておくか否か，固

賃金所得税の増税が相対価格体系を変化させないか否か，などについては，リ

カードの言説が常にあてはまるわげではないことがわかった。これらの問題の

すべてに関して，われわれのモデルによる結果とリカードの結論が常に一致す

るための十分条件は，帥，胸，鯛より次のように示される 。

　　０ １１ 　０１２ 　０ １３ 　　　０２１ 　０２２ 　０２３
　　　 ＝　 ：　かつ　　： 　＝ 　　　　　　　　　　　鈎　　Ｌ１　

－Ｌ．　Ｌ．　　Ｌｌ　Ｌ．　Ｌ 。

　この条件は非常に厳しいものである。それは，全産業の資本集約度が均等で

あることを要求するだけではない。この条件が意味するところは，一人の労働

者はどの部門に就業しても常に同じ種類の投入財を同じ量だけ使用して生産に

従事するということである 。

　しかしながら，たとえ条件納が満たされないとしても ，課税転嫁に関する

リカードの主要な結論一書像品と地代所得に対する課税を除いて，あらゆる

課税は最終的に利潤を減少させるという結論一は，われわれのモデルによっ

ても少しも損なわれることはない。結局リカードは，課税に対する否定的な立

場から『原理』の多くの章を課税問題のために費し，さらにそのほとんどを転

　　　　　　　　　　　　　２８）
嫁問題にあてたように思われる。リカートは，『原理』第８章「租税について」

の中で，課税全般に関する自己の考えを次のように表明している 。

　　「最近２０年間のイギリスの政府の膨大な支出にもかかわらず，人民の側の

　　生産の増加がそれを十分に補償したことは，ほとんど疑いえない 。．．．だが ，

　　それにもかかわらず，課税がなかったなら，この資本増加がはるかに大き

（３６５）
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　　かったであろう ，ということは確かである。蓄積力を減少させる傾向をも

　　たない租税はない。すべての租税負担は，資本か収入のどちらかにかかる

　　にちがいない。租税が資本を蚕食すれば，その程度に比例して，租税は ，

　　その大きさによっ てその国の生産的勤労の大きさか常に左右されるはずの

　　基金を，減少させるにちがいない。またその負担が収入にかかれは，それ

　　は蓄積を減少させるか，あるいは納税者に，生活の必需品と客修品の以前

　　の消費を租税額に応じて減少させることによっ て， その租税額を節約する

　　 ことを余儀なくさせるにちがいない。ある種の租税は，こうした結果を他

　　の租税よりもはるかに大きな程度で生み出すだろう 。だが，課税の大きな

　　弊害は，その課税対象の選択の仕方よりも ，むしろ，全体として見た課税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
　　の結果の総計のうちに見出されるべきである」。

　本稿は，これまで置き去りにされてきた観があるリカードの課税論を，多部

門分析の視点から再検討したのである 。

１）　Ｓｒａ旺ａ　ｅｄ（１９５１－１９７３），Ｖｏ１Ｖｍ，ｐｐ１３２－１３３

２）Ｓｈｏｕｐ（１９６０）は，『原理』だけでなく ，書簡，ハ：■フレヅト ，演説集なとにお

　ける，課税についてのリカードの言説を網羅している唯一の包括的な研究書であ

　る。彼は，リカードの課税論が，その後の歴史においてだけではなく ，リカード

　の存命中においてさえも専門的に再検討されたとはいえないことを指摘する 。

　〃〃，ｐｐ．１７－２４を見よ 。

３）Ｒ１ｃａｒｄｏ（１８１７），Ｐ１６９なお引用頁は，Ｓｒａｆｆａｅｄ（１９６９－１９７８），Ｖｏｌ　Ｉ，からのも

　のである 。

４）　　１６ゴ五
，ｐ
．１７１

５）　　１６づ五
，ｐｐ．２４３－２４４

６）　リカード自身は，商品の生産には用いられない蕃像品（代表的には金）を ニュ

　ーメレール商品として選んでいたといってよい。また，Ｅａｇ１ｙ（１９８３）は，原生

　産物を ニュニメレール商品とする。しかしながら，もしも香修品価格を ニューメ

　レールとするならば，（３）式は，もはや必需品価格や原生産物価格あるいは均等

　利潤率の決定に無関係ではなくなる。その結果，蕃修品に対する課税が他の商品

　の価格に影響しないというリカードの結論を簡潔に証明することが困難になるで

　あろう 。また，もしも原生産物価格を ニューメレールにとるならぱ，原生産物に

　かかわる課税が貨幣地代と穀物地代に与える影響の違いを述べることができなく

　　　　　　　　　　　　　　　（３６６）
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なる。本稿のモデルが必需品価格を ニューメレールにとるのはこれらの理由によ

るものである 。

　資本家が均等利潤率 ｒを維持するために引き上げる価格の上昇率を８とする

ならば，８はあらゆる利潤率 ヅと利潤所得税率乙、 の組み合わせについて次式を

満たさなくてはならないであろう 。

　１（１＋８’）（１＋ｒ）一１１（１一むア）＝７

左辺の中括弧は，価格の引き上げによって得られる税引前の利潤率を表わす。し

たが って，上式は，これに１一乏、 を乗じて得られる税引後の利潤率カニ資本家の所

望利潤率 ｒに等しくならなくてはならないことを示す。上式を解くことによっ

て， ８； け、／１（１＋７）（１一む、）１を得ることができる 。

　Ｒ１ｃａｒｄｏ（１８１７），ｐ１５６

　資本の部門間移動によっ ても利潤率が均等化するとはかぎらないという反証を

おこな った研究としては，Ｋｕｒｏｋｉ（１９８５）などがある 。

　ネオ ・リカー ディアンの地代論については，たとえぼ高増（１９８３）を見よ 。

　Ｒｉｃａｒｄｏ（１８１７）
，ｐ
．１６０

　ｐ麦／（１＋む。）は，税金を控除した残りの金額である。リカードの議論は，既存の

税の増加というよりも税の新規導入という形で進められる。そのような場合，わ

れわれは０１）や｝においてな。＝Ｏとおくことができる 。

　なお，必需品に対する課税の税率む１の上昇は，（ｉ）原生産物価格を低下させる ，

（ｉｉ）均等利潤率を引き下げる ，（ｉ刮香ｆ多品価格を低下させる ，（ｉＶ）貨幣賃金を低下さ

せる，という諸結果をもたらすことが，同じ手順によっ て確かめられるであろう 。

　１６ゴ五，ｐｐ．２４３＿２４４

　１６加Ｌ，ｐｐ．２０５＿２０６

　１６ゴ五，Ｐ．２０５

　／６ゴ♂，ｐ．２１５

　賃金率や利潤率の変化か相対価格体系に与える影響の不確定性については，た

とえぼ，Ｐａｓｉｎｅｔｔｉ（１９７７）第Ｖ章第５節を見よ 。

　われわれは，幽を仮定するかわりに，スラ ッファ によっ て発見された「標準

商品」を ニューメレール商品とすることによっ て一その場合，相対価格体系は

賃金 ・利潤のいかなる分配関係の変化によっ ても影響されない一賃金所得税に

関する問題を一掃することができる 。

　Ｒｉｃａｒｄｏ（１８１７）Ｐ．１７３

　１６ゴ〆，ｐ．１８１

　原生産物税，十分の一税，原生産物生産者の利潤所得税が，貨幣地代と穀物地

代に与える影響に関するリカードの数値例については，それぞれ，〃〃，ｐｐ

（３６７）
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　　１５７－１５８，ＰＰ．１７７－１７８，ＰＰ．２１１－２１２を見よ
。

２３）本節の議論は，結果を簡潔に提示するために，税の増加ではなく税の新規導入

　　という仮定がおかれている。この場合，Ｏ式や回において ，Ｚ。二〇とおくこと

　　ができる。このような仮定は議論の本質を何ら変更するものではない。注１２）を

　　見よ 。

２４）十分の一税のように物納の形態をとる租税の場合は，この限りではない。な笹

　　なら，税引後の売上額は，的で示される額ではなく ，

　　　（Ｐ芸十ムｐま）Ｑ‘一ムＺ２（Ｐ才十ムｐ葦）Ｑ
ｊ

　　となるからである。したがって貨幣地代は ，

　　　（１一ムむ２）（ｐぎ十ムｐぎ）（Ｑ‘一Ｑ
比）

　　となる。この場合，貨幣地代が課税の導入によっても変化しないための条件は ，

　　 ムｐ麦＝ 〃。 ・ガ／（１一〃。）である。また，穀物地代は（１一 〃、）（Ｑ三一Ｑ比）に減少す

　　る 。

２５）Ｅａｇ１ｙ（１９８３）のモテルは，原生産物を ニューメレール商品にとっ たため，貨

　　幣地代と穀物地代を区別することができず，原生産物課税によっ て地代の実質購

　　買力は増大するというリカードとは異な った結論を導いてしまっ たのである 。

　　〃〃，ｐ．２２０を見よ 。
２６）　 リカードの数値例では，物納による課税が仮定されている。その場合，徴収額

　　は，（ｐ套十ムｐ茅）ｑにプよるであろう 。しかしながら，このことは，鈎や鈎の結果

　　を何ら変更させるものではない。注２４）と合わせて考えると ，われわれは，次の

　　ような輿味深い結論を得ることになる。すなわち，土地生産性に比例して課せら

　　れる租税の場合，それが単位生産量あたり一定の生産物（またはそれに相当する

　　貨幣）を徴収する税なのか，それとも一定額の貨幣を徴収する税であるのかによ

　　 って，課税後の貨幣地代と穀物地代に異なった結果をもたらす。これに対して ，

　　土地生産性にかかわりなく課せられる固定的な租税の場合，それがとちらの方法

　　によっ て徴収されようとも ，課税後の貨幣地代と穀物地代の値になんら影響しな

　　いのである 。

２７）　Ｒｉｃａｒｄｏ（１８１７）
，Ｐ
．２１３

２８）Ｓｅ１１ｇｍａｎ（１９２７），ｐ１４７を見よ。セリクマノは，完全競争や資本の部門間移

　　動などの極端に抽象的な前提の上にうちたてられた，スミスやリカードの課税転

　　嫁説を，批判的な意味をこめて ，“Ｔｈｅ　ａｂｓｏ１ｕｔｅ　ｔｈｅｏｒｙ
’’

と呼んだのであ った 。

　　〃〃，ＰＰ．１４３－１５１を見よ 。
２９）　Ｒｉｃａｒｄｏ（１８１７）

，ＰＰ
．１５１－１５２

（３６８）
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